（様式第１号）

愛媛県ＮＰＯ等自立モデル事業 企画提案書
平成　　　年　　月　　日

　次のとおり、標記事業について、企画提案書を提出します。

	申請者
	団体名
	

	
	所在地
	〒


	
	代表者
	役職名　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	事務担当者
	事務担当者
	所属・職氏名



	
	通知等

送付先
	〒



	
	電話番号
	
	

	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	事　業　名
	

	想定される協働先
	

	総事業費及び

希望する補助金額
	総　事　業　費　　　　　　　　　　　　　円

（うち希望補助金額　　　　　　　　　　　　　円）

	企画提案事業の

実　施　期　間
	平成　　　年　　月　　日から平成　　　年　　月　　日まで


（様式第２号）

愛媛県ＮＰＯ等自立モデル事業 事業計画書
団体名

	１ 事 業 名
	提案団体における事業名を記載してください。



	２ 事業目的


	1 　提案された企画内容は、事業の趣旨であるＮＰＯ等の自立による地域課題解決に資するものですか。地域社会にとって必要性、重要度が高いと考えられますか。


	３ 事業内容


	①　提案する企画内容を記載してください。事業内容が複数に分かれる場合は、事業毎に記載してください。

　　なお、事業の実施時期、場所、参集範囲（人数）、独自資金獲得の仕組み等を具体的に記載してください。

②　企画内容は、どのような独創性・先進性がありますか。

③　この事業により、地域に新たな仕組みをどのように生み出すことができると考えますか。



	４ 事業目標


	①　この事業の目標をどのように設定し、その成果をどのような点から評価しますか。

②　この事業の目標を達成するために、どのような工夫をしますか。



	５ 事業実施体制


	①　事業の責任者など実施主体の体制を記載してください。

②　想定される協働先との関係等を記載してください。

③　実施主体が協働により得られるノウハウや協働によって可能となる新たな取組み等を記載してください。



	６ 事業スケジュール


	①　事業の進め方、段取り等が分かるように、いつ、どのような活動を行うのか、事前打合せ、広報、実施、今後の検討など内容別に、具体的に記載してください。



	７ 事業終了後の展開


	①　この事業は、今後、どのように継続し、または発展させる予定ですか。また、他団体への波及効果をどのように考えますか。




（様式第３号）

愛媛県ＮＰＯ等自立モデル事業 収支予算書
　１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	区　　分
	見積額
	積算根拠（数量、単価等）

	補助金
	
	

	当該事業による収入
	
	

	その他収入
	
	

	自己資金
	
	

	計
	
	


２　支出の部　※複数の内容の事業を行う場合は、項目ごとに記載してください。

　　　　　　　(単位：円)

	事業内容
	見積額
	積算根拠（数量、単価等）

	①


	
	（記載例）

印刷製本費　パンフレット＠○○円＊○○部＝○○○円

通信運搬費　＠○○円＊○○箇所＝○○円

	②


	
	

	③


	
	

	①～③に係る

共通経費


	
	（記載例）

人件費　月額○○○円＊8ヶ月＝○○○円



	計
	
	


（様式第４号）


団 体 概 要 書

	団体名
	（ふりがな）

	団体の種別
	□特定非営利活動法人　□公益法人　□社会福祉法人　□学校法人　

□地縁組織　□協同組合　□その他（　　　　　　　　　　　）
□任意団体（法人格なし）

	主たる事務所の所在地
	〒 

	連

絡

先
	電話
	

	
	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	
	ｅﾒｰﾙ
	

	代表者氏名
	（ふりがな）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	役員・

スタッフ数
	役　　員　　　　　　人

有給専従　　　　　　人

有給非専従　　　　　人

無給専従　　　　　　人

	設立年月

(活動開始年月)
	　　　　　　　　年　　　　　月

	主な

活動地域
	

	ホームページ
	有　（URL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）　／　無

	機関紙
	有　（名称： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）　／　無

	団体の

活動目的


	

	主な

活動内容

(事業内容)
	

	これまでの活動実績

	（主なもの）



	
	（企業、団体、行政等との協働実績）




	事業年度
	　　　月　　　　日　から　　　月　　　　日


自己申告（該当する□にチェックしてください、以下同様）

1　資格要件の確認（３つのすべての項目にチェックがつきますか。）

□　著しく特定の個人又は団体の利益を図る活動を実施している団体ではない。

□　宗教活動又は政治活動（政策提言活動は除く。）を主たる目的とする団体ではない。

□　暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体ではない。

２　モデル事業としての要件等の確認（３つのすべての項目にチェックがつきますか。）

□　公益活動を担うＮＰＯ等の自立に向けた先進的な取り組みであり、他のモデルとなる

□　寄附付き商品の開発など寄附の促進やソーシャルビジネスなど収益活動により得た資金を原資とした、多様な主体の協働による地域課題解決に向けた取組みを進めるもの

□　事業成果が一時的なものとならないように当該事業終了後もその仕組みを活用した取組みを継続させるもの

３　情報開示の状況（組織情報・財務情報の状況及び予定）

□既に開示済み　※ホームページアドレス記載　　　　　　　

　　□今後開示予定（平成　　年　　月頃開示予定）
